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今知りたいことが，今す
ぐ手に入る

既刊図書のご案内好評！

地域共生社会の実現のための
介護保険制度改正点の解説　令和３年４月版

介護保険制度の改正により，介護予防・日常生活支援総合事業の弾力化や
在宅医療・介護連携推進事業の見直し，認知症に関する施策の総合的な
推進などがはかられます。

いち早く新しい制度やかわ
るところを知ることができ，
４月からの仕組みづくりに
役立ちます。

詳しくは２ページから➡
介護関連図書
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●「仕事と育児」「仕事と介護」両立支援制度の全体像を解説
●実務で起こりがちな事例や問題，疑問点をＱ＆Ａ形式で回答
●総務・人事・社会保険担当者，ケアマネジャーに必携

制度のしくみ
　⑴育児・介護休業法の概要
　⑵改正育児・介護休業法のポイント
Ⅰ　育児休業
　⑴育児休業Ｑ＆Ａ
　⑵出産・育児と労働保険・社会保険
　　の届出Ｑ＆Ａ
Ⅱ　介護休業
　⑴介護休業Ｑ＆Ａ
　⑵介護休業給付の届出Ｑ＆Ａ

社会保険研究所

直近の法改正に対応
▶子の看護休暇・介護休暇が時間単位で
　取得可能に
▶マタハラ・パタハラの防止対策が強化
▶休業給付金の上限額等の改定
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地域共生社会の実現を図るための介護保険法等改正法を詳細に解説
第８期計画期間で何が変わるのか，改正のポイントを収載
●第８期計画期間である令和３年４月等実施となる，介護保険制度の改正点を，図表を活用してビジュアル
にまとめるとともに，根拠となる法令編もあわせて掲載しています。
●これからの介護保険制度に関連する，重層的支援体制整備事業や社会福祉連携推進法人の創設等を盛り
込んだ社会福祉法の改正など，地域共生社会の実現を推進する全体像を紹介します。

本書の構成

［令和３年４月実施］介護保険制度改正のポイント
解説編

序　令和２年改正法の全体像 ◯地域共生社会をめざす改正法の成立

法令編
Ⅰ　地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令和２年改正法）

Ⅱ-１　医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律（令和元年改正法）

Ⅱ-２　令和元年改正法関連の政省令改正

Ⅲ　その他の介護保険法関連法令の改正

Ⅳ　介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（案）

Ⅴ　認知症施策推進大綱等

Ⅵ　〔参考〕介護保険制度における新型コロナウイルス感染症への対応等

Ⅶ　〔参考〕令和３年度介護報酬改定関連資料

Ⅰ　介護予防・健康づくりの推進
（健康寿命の延伸）

①一般介護予防事業等の推進　②総合事業のより効果的な推進
③ケアマネジメントの環境整備の検討等
④地域包括支援センターの機能・体制強化等

Ⅱ　保険者機能の強化
（地域保険としての地域のつながり機能・マ
ネジメント機能）

①自立支援・重度化防止に向けたPDCAプロセスの推進
②保険者機能強化推進交付金の強化・見直し　③調整交付金の見直し
④データ利活用の推進

Ⅲ　地域包括ケアシステムの推進
（多様なニーズに対応した介護の提供・整備）

①介護サービス基盤・高齢者向け住まい
②医療・介護の連携

Ⅳ　認知症施策の総合的な推進 ①認知症施策推進大綱（令和元年６月）
②大綱にそった認知症施策の推進

Ⅴ　持続可能な制度の構築 ①介護人材の確保　②介護現場の革新　③給付と負担

その他の課題 ①要介護認定制度の見直し　②住所地特例の在り方に関する議論

付　令和２年改正法による社会福祉法の
改正

社会福祉法の見直しによる地域共生社会の推進／重層的支援体制整備
事業の新設等／社会福祉連携推進法人の創設

介護保険制度　改正点の解説　
定価　本体3,200円＋税10％（税込3,520円）／Ｂ５判・400頁／2021年１月発刊
ISBN978-4-7894-1689-4 C2032 ¥3200E

令和３年4月版

商品№160441

地域共生社会の実現のための
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Ⅲ　地域包括ケアシステムの推進（多様なニーズに対応した介護の提供・整備）

97

２　医療・介護の連携
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在宅医療・介護連携推進事業の見直し3
　介護保険制度における在宅医療・介護の連携推進については，在宅
医療・介護連携推進事業として，地域支援事業の包括的支援事業に位
置づけられています※12。ここでは市町村が主体となり，郡市区医師
会等関係団体と連携しつつ取り組みます【法第115条の45第２項第四号】。
　従来の在宅医療・介護連携推進事業では，医療に関する専門的知識
を有する者が介護サービス事業者，居宅における医療を提供する医療
機関その他の関係者の連携を推進するものとして，地域の医療・介護
資源の把握など，８つの事業を位置づけていました※12。
　平成30年４月の段階で，すべての市町村が８つの事業を実施し，ま
た，約６割の市町村では，地域の実情に応じて事業で定められた項目
以外も実施するなど，取り組みの定着・広がりが出ていました。
●第８期からの在宅医療・介護連携推進事業の見直し（図６）
　一方で，「将来的な在宅医療・介護連携推進事業のあるべき姿をイ
メージできていないこと」を課題として挙げる市町村が多くありまし
た。さらに認知症施策推進大綱や看取りに関する動向も踏まえ（介護
保険部会意見），次のような見直しが行われる予定です。

　令和２年10月には介護保険法施行規則が改正され，この事業は，他
の地域支援事業等と連携して以下の❶から❹の事業を実施するものと
して見直されています（令和３年４月１日施行：図７）※12

※ 12：包括的支援事業の詳細
については，P48参照。

※ 12：具体的には，以下の８
つの事業です。（ア）地域の
医療・介護の資源の把握，

（イ）在宅医療・介護連携の
課題の抽出と対応策の検討，

（ウ）切れ目のない在宅医療
と在宅介護の提供体制の構築
推進，（エ）医療・介護関係
者の情報共有の支援，（オ）
在宅医療・介護関係者に関す
る相談支援，（カ）医療・介
護関係者の研修，（キ）地域
住民への普及啓発，（ク）在
宅医療・介護連携に関する関
係市町村の連携。なお，こう
した８つの事業項目は，郡市
区医師会等（地域の医療機関
や他の団体を含む）への委託
も可能です。

地域の実情に応じた取り組み内容の充実を図りつつ，PDCAサイクルにそっ
た取り組みをさらに進められるよう，第８期計画期間から見直し

① 現状規定する８つの事業について，PDCAサイクルにそった取り組みを実
施しやすくなるよう，以下の考え方で見直し

－ 現状分析や課題把握，企画・立案等に関する事業を整理し，取り組み
趣旨を明確化

－地域の実情に応じた取り組みが可能となるよう，事業選択を可能に
－他の地域支援事業に基づく事業と連携し，実施するよう明確化

②手引き等のなかで，以下の内容を明確化

－認知症施策や看取りに関する取り組みを強化すること
－ 都道府県による市町村支援の重要性（医師会等の関係機関との調整，

情報発信，人材育成等）

③ PDCAサイクルにそった取り組みを後押しできるよう，評価指標を示す。
あわせて，地域包括ケア「見える化」システムを活用し，見える化を推進

※ 12：「介護保険法施行規則の
一部を改正する省令」（令和
２ 年 厚 生 労 働 省 令 第176
号）。このほか，表内で示し
た「手引き」も令和３年９月
に改訂（在宅医療・介護連携
推進事業の手引きVer.３）。
また，「介護予防・日常生活
支援総合事業の円滑な実施を
図るための指針」（平成27年
厚生労働省告示第196号），

「介護予防・日常生活支援総
合事業のガイドラインについ
て」（平成27年老発0605第
５号），「地域支援事業の実施
について」（平成18年老発
0609第１号）等にも，必要
な見直しが行われる予定です。

❶ 在宅医療・介護連携に関して，必要な情報の収集・整理・活用，課題の把
握，施策の企画・立案，医療・介護関係者に対する周知を行う事業

❷ 地域の医療・介護関係者からの在宅医療・介護連携に関する相談に応じ，
必要な情報の提供および助言その他必要な援助を行う事業

❸ 在宅医療・介護連携に関する地域住民の理解を深めるための普及啓発を行
う事業

❹ 医療・介護関係者間の情報の共有を支援する事業，医療・介護関係者に対
して，在宅医療・介護連携に必要な知識の習得および当該知識の向上のた
めに必要な研修を行う事業その他の地域の実情に応じて医療・介護関係者
を支援する事業

■ 地域の社会資源（医療機関，介護事業所
　の機能等）や，在宅医療や介護サービスの
　利用者の情報把握
■ 将来の人口動態，地域特性に応じたニー
　ズの推計（在宅医療など）
■ 情報を整理しリストやマップ等必要な媒
　体を選択して共有・活用
※企画立案時からの医師会等関係機関との協働が重要

現状分析・課題抽出・施策立案
対応策の評価の実施

地域のめざすべき姿

住  民

＜市町村における庁内連携＞　総合事業など他の地域支援事業との連携や，災害・救急時対応の検討

対応策の実施 ＜柔軟な実施が可能となるよう見直し予定＞

○ 在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携
　■ 二次医療圏内にある市区町村等における広域連携が必要な事項について検討・支援
　■ 分析に必要なデータの分析の支援　　■ 都道府県の医療および福祉の両部局の連携
　■ 関係団体（都道府県医師会などの県単位の機関）との調整や，市町村が地域の関係団体と
　　連携体制を構築する際の支援
○ 地域医療構想・医療計画との整合

都道府県（保健所等）による支援

※1：市町村単独での相談窓口設置が困難な場合は，柔軟な対応も検討。
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切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築
（看取りや認知症への対応を強化）

○ 医療・介護関係者に関する相談支援
　■ コーディネーターの配置等による相談
　　窓口の設置※1

　■ 関係者の連携を支援する相談会の開催

○ 地域住民への普及啓発
　■ 地域住民等に対する講演会やシンポジ
　　ウムの開催
　■ 周知資料やHP等の作成

○ 医療・介護関係者の研修
　■ 多職種の協働・連携に関する研修
　　の実施（地域ケア会議含む）
　■ 医療・介護に関する研修の実施

○ 医療・介護関係者の情報共有の支援
　■ 在宅での看取りや入退院時等に
　　活用できるような情報共有ツール
　　の作成・活用

市町村

介護関係者医療関係者
（居宅介護支援事業所など）（医師会等の関係団体・

訪問看護等の事業者など）

◆図６　第８期介護保険事業計画期間からの進め方

資料：「全国介護保険担当課長会議」（令和２年７月31日）

◆図７　在宅医療・介護連携推進事業に係る介護保険法施行規則の改正〔新→新設／　→削除〕削
改正後 改正前

　（法第115条の45第２項第四号の厚生労働省令で定め
る事業）

第140条の62の８　法第115条の45第２項第四号の厚
生労働省令で定める事業は，市町村が，同号に規定
する連携を推進するに当たり，在宅医療及び介護が
円滑に提供される仕組みの構築を目的として行う次
に掲げる事業であって，地域支援事業（同号に規定
する事業を除く。）その他の在宅医療及び介護に関
する施策との連携を図るものとする。

　一 　地域における在宅医療及び介護の提供に必要な
当該提供に携わる者その他の関係者の連携（以下

「在宅医療・介護連携」という。）に関して，必要
な情報の収集，整理及び活用，課題の把握，在宅
医療・介護連携に関する施策の企画及び立案（医
療関係者及び介護サービス事業者その他の関係者

（以下この条において「医療・介護関係者」とい
う。）と共同して行うものとする。），並びに医
療・介護関係者に対して周知を行う事業

　二　（略）〔在宅医療・介護連携に関する相談支援〕
　三　（略）〔地域住民への普及啓発〕
　四 　医療・介護関係者間の情報の共有を支援する事

業，医療・介護関係者に対して，在宅医療・介護
連携に必要な知識の習得及び当該知識の向上のた
めに必要な研修を行う事業その他の地域の実情に
応じて医療・介護関係者を支援する事業

　（法第115条の45第２項第四号の厚生労働省令で定め
る事業）

第140条の62の８　法第115条の45第２項第四号の厚
生労働省令で定める事業は，次に掲げる事業とする。

　一 　地域における在宅医療及び介護に関する情報の
収集，整理及び活用を行う事業

　二 　医療関係者及び介護サービス事業者その他の関
係者（以下この条において「医療・介護関係者」
という。）により構成される会議の開催等を通じ
て，地域における在宅医療及び在宅介護の提供に
必要な当該提供に携わる者その他の関係者の連携

（以下「在宅医療・介護連携」という。） に関する
課題の把握及びその解決に資する必要な施策を検
討する事業

　三 　医療・介護関係者と共同して，在宅医療及び在
宅介護が円滑に提供される仕組みの構築に向けた
具体的な方策を企画及び立案し，当該方策を他の
医療・介護関係者に周知する事業

　四 　医療・介護関係者間の情報の共有を支援する事業
　五　（略）〔在宅医療・介護連携に関する相談支援〕
　六 　医療・介護関係者に対して，在宅医療・介護連

携に必要な知識の習得や当該知識の向上のために
必要な研修を行う事業

　七　（略）〔地域住民への普及啓発〕
　八　他の市町村との広域的な連携に資する事業

新

削

削

削

削

削
資料：「介護保険法施行規則の一部を改正する省令」（令和２年10月22日厚生労働省令第176号）より作成
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要介護認定制度  ➡ P185

・ 認定調査員の要件の緩和
・更新認定の二次判定で同じ要介護度と認定された場合の有効期限の上限を延長（36ヵ月から48ヵ月に）

その他の課題

認知症を正しく理解してもらうために必要な普及啓発活動やチームオレンジと呼ばれる認知症サポータ
ーが活躍できるしくみづくりが重要です。また、通いの場を充実させることで、認知症になっても活動の
場が広がるような、介護家族にとっても負担がよりいっそう減り介護離職を防ぐような、適切な支援が
のぞまれます。

介護人材の確保は、若者をはじめ多くの人から選んでもらえるための職場づくりや仕事のやりがい、魅
力の発信・業務効率化・ICTの利活用などによって実現されます。また、高齢者人口が増えるにつれ、
給付と負担のバランスを図ることがより大切になってきます。

普及啓発
・認知症サポーターの養成、本人発信支援、
  企業等における普及啓発に努める

認知症バリアフリー
・ 認知症になってもできる限り住みなれた地域で今までどおりに
  暮らしていけるようなバリアフリーのしくみづくり

予防
・「通いの場」や身近な場での予防に資する可能性のある活動を推進
・予防に関するエビデンスの収集・分析と、国民に対するメッセージの発信
・短期的視点でなく長期的視点に立った働きかけの重要性

早期発見・早期対応（医療・介護の連携）
・ かかりつけ医・地域包括支援センター・認知症初期集中支援チーム・認知症疾患医療センター等の体
制向上と連携強化
・各機関の相談窓口の周知と「通いの場」でのスクリーニング実施

介護者（家族）支援
・ 介護サービスの活用や認知症カフェ・家族教室や家族同士のピア活動・職場における相談機能充実など、
介護者の負担軽減を図る

介護人材の確保・介護現場の革新   

➡ P127・P144

・処遇改善
・多様な人材の参入・活躍の促進
・働きやすい職場の整備
・介護の魅力向上・発信
・外国人材の受け入れ環境整備
・介護現場の革新
・ロボット・ICTの活用支援
・文書量削減
・経営の大規模化・協働化、
  事業所間の連携による取り組みの推進

給付と負担  ➡ P171

・ 補足給付について、能力
に応じた負担とする観点
から精緻化  ➡P172

・ 高額介護サービス費につ
いて、年収約770万円以
上の人の世帯上限額を引き上げ    ➡P176

認知症施策の総合的な推進  ➡ P116Point  4 持続可能な制度の構築・介護現場の革新Point  5

 ５ つの制度改正 Point 令和3 年 4月実施　介護保険制度改正のポイント

P002_016_CC2019.indd   14-15 2020/11/20   11:37

そのポイントについて，
より詳細に説明している
解説編のページを明示す
ることで，本編への直感
的なアクセスも可能に

図表や傍注を豊富に活用
することで，範囲も広く
複雑な制度内容を，分か
りやすく解説

令和３年
１月発刊

冒頭のカラーページでは，
制度改正の背景・課題・め
ざす方向性のほか，ポイン
トとなる５つの事項の概要
をビジュアルに収載

介護予防・健康
づくりの推進や
認知症施策の総
合的な推進など，
制度の改正内容
を５つのポイン
トにそって掲載

介護報酬改定関連図書のご案内_08P_2101.indd   2-3 2021/01/14   9:35
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●補足給付の見直し
　この補足給付について，在宅で暮らす方や保険料を負担する方との
公平性の観点から見直す点はあるか，また，不動産の勘案について，
資産を預貯金の形でもつ方との公平性の観点や，地域的な格差，民間
金融機関の参入の困難性，認知症の方への対応等様々な実務上の課題
等を踏まえ，どのように考えるか議論が行われました。
　その結果，能力に応じた負担とする観点から，制度の精緻化を図る
ことが必要であるとされ，以下の見直しが行われます。

●第３段階の細分化
　⑴は，施設入所者に対する補足給付について，第３段階を保険料の
所得段階と合わせて本人年金収入等80万円超120万円以下の段階（第
３段階①）と同120万円超の段階（第３段階②）の２つの段階に区分
するとともに，第３段階②について，補足給付第４段階との本人支出
額の差額（介護保険三施設※４平均）のおおむね２分の１の額を本人
の負担限度額に上乗せするものです（図３）。

⑴施設入所者に対する補足給付について，第３段階を細分化（図３）

⑵ショートステイの補足給付について，⑴と同様に第３段階を２つの段階に
区分するとともに，第２・第３段階の本人負担限度額の上乗せ（図４）

⑶補足給付の支給要件となる預貯金等の基準の見直し（図５）

※ ４：①「指定介護老人福祉施
設 」， ②「 介 護 老 人 保 健 施
設」，③「指定介護療養型医
療施設」。③は令和６年３月
31日に廃止されますが，そ
の介護療養病床の機能を引き
継ぎ，「生活施設」の機能も
兼ね備えた「介護医療院」
が，平成30年４月に創設さ
れています。

（参考）
○医療保険料：H30・31全国平均の被保険者均等割額45,116円/年に，各保険料区分の乗率（令和３年度以降，軽減特例が無くなり本則７割軽減となった乗率）を乗じ，1,128円/月。
　　　　　　　153万円以上からは更に所得割が加算される（153万円を超えた額の8.81％）
○外来医療費：住民税非課税の場合，高額療養費の外来上限8,000円/月が最大。高額医療介護合算制度（※1）により，上乗せされる自己負担額は年間１万円(10年で10万円程度）
　※１ 第２段階の合算上限額は19万円/年，介護保険の利用者負担額は18万円/年のため，差し引き１万円/年の負担（第３段階の合算上限額31万円/年，介護保険30万円/年のため同額）
○入院医療費：特養・ユニット･第2段階では月額7.5万円の負担に対して，一般病床では4.7万円（▲2.8万円），療養病床では6.1万円（▲1.4万円）（※2）
　※２ 生活費は特養と同等と仮定。医療費は高額療養費と高額介護サービスの上限額が同じであるため，介護保険利用料と同額。
○生活費：平成28年介護サービス施設・事業所調査における理美容費，教養娯楽費，洗濯費，預かり金の管理費等の合計　20,353円/月

保険料段階
第１段階 第２段階

本人年金収入等80万円超120万
円以下

第３段階
本人年金収入等
120万円超

第４段階
・本人が市町村民税非課税（世帯に課税者がいる）
  （第４，5段階）
・本人が市町村民税課税（第６段階～）

補足給付段階
（現行）

第１段階
生活保護被保護者
世帯全員が市町村民税非課税の
老齢福祉年金受給者

第２段階
世帯全員が市町村民税非課税か
つ本人年金収入等80万円以下

第３段階
世帯全員が市町村民税非課税かつ
本人年金収入等80万円超

第４段階
・世帯に課税者がいる
・本人が市町村民税課税

補足給付段階
（見直し案）

第１段階
生活保護被保護者
世帯全員が市町村民税非課税の
老齢福祉年金受給者

第２段階
世帯全員が市町村民税非課税か
つ本人年金収入等80万円以下

第４段階
・世帯に課税者がいる
・本人が市町村民税課税

算出式：{（第４段階の本人支出額）ー（第３段階②の本人支出額）}÷２＝2.2万円

（特別養護老人ホーム・多床室の場合）

4.5万5.9万

1.5万

2.5万

2.9万

1.5万 4.2万

2.6万

2.0万

1.1万

3.7万

負担（月）

収入（年）

10万
（年120万円）

6.7万
（年80万円）

居住費

食費

利用者負担
補足給付

10.3万円

5.9万円
：見直し額（案）

80万円（6.7万円/月） 120万円（10万円/月） 155万円（12.9万円/月）

2.5万

2.0万

1.1万

8.2万円

0.4万

0.9万

0.2万

0.2万

0.3万

1.5万
1.1万
1.2万

介護保険料 0.6万～

見直し額（案）
2.2万円

第３段階 ②
世帯全員が市町村民税非課税か
つ
本人年金収入等120万円超

世帯全員が市町村民税非課税か
つ本人年金収入等80万円超120
万円以下

第３段階 ①

〇　食費・居住費の助成（補足給付）の所得段階について，保険料の所得段階と整合させるとともに，能力に応じた負担とする観点から精緻化し，食費・
居住費負担を含む本人の支出額について，所得段階間の均衡を図ることとしてはどうか。

〇　具体的には，補足給付第３段階の年金収入額を保険料の所得段階と合わせて２つに分け（「第３段階①」・「第３段階②」。下図参照。），その上で，介護
保険三施設に係る第４段階と第3段階②の本人支出額の差額（介護保険三施設平均）の1/2を，第３段階②の本人負担に上乗せしてはどうか。

◆図３　食費・居住費の助成（補足給付）の見直し⑴〔施設入所者〕

補足給付に関する給付の在り方の見直し2
●補足給付の概要（図２）
　市町村民税世帯非課税等の低所得者は，施設サービス・短期入所サ
ービスの食費・居住費（滞在費）負担に限度額が設定され，限度額を
超える分は特定入所者介護（介護予防）サービス費として現物給付さ
れます（補足給付）。補足給付は施設等に直接支払われ，低所得者の
負担は所得に応じた負担限度額までとなります。
　補足給付の支給額は，食費・居住費（滞在費）の「基準費用額」か
ら，利用者負担第１・第２・第３段階ごとにそれぞれ設定された「負
担限度額」を差し引いた額です。基準費用額は，食費・居住費（滞在
費）のそれぞれについて，平均的な費用の額等を勘案して，負担限度
額は，入所者の所得の状況等にもとづいて，それぞれ厚生労働大臣が
定めます※３。
　なお，利用者負担段階については，市町村民税非課税等といった所
得要件のほか，単身で1,000万円超，夫婦で2,000万円超の預貯金等を
保有している場合は対象外（第４段階）となるなど，資産要件も設定
されています。

※ ３：基準費用額は，施設が定
める食費・居住費とは連動せ
ず，それが基準費用額を超え
ている場合においても，その
施設の低所得者に対する補足
給付は支給されます。基準費
用額が各施設等での実際の費
用の額を超えるときは，各施
設等での費用の額が基準費用
額となります。また，仮に何
らかの事情で負担限度額より
も低い額を負担する場合で
も，補足給付の額は基準費用
額と負担限度額との差額とし
て算定されます（基準費用額
と実際の利用者負担額の差額
ではありません）。

○　平成17年の介護保険法改正により，施設サービス・短期入所サービス利用者の食費・居住費を保険給付の対象外とした。
○　これに併せて，市町村民税非課税世帯等の者について，所得に応じた利用者負担段階ごとに食費・居住費の本人支出額（負担限

度額）を設定し，標準的な費用の額（基準費用額）との差額を介護保険から給付することとした（いわゆる補足給付）。
○　平成26年の介護保険法改正では，在宅で暮らす方や保険料を負担する方との公平性の確保の観点から，

①一定額超の預貯金等（単身1,000万円超，夫婦世帯2,000万円超）がある場合には対象外（平成27年８月施行）
②配偶者の所得は世帯分離後も勘案することとし，配偶者が課税されている場合には対象外（平成27年８月施行）
③利用者負担段階の判定に当たり，非課税年金（遺族年金・障害年金）も勘案（平成28年８月施行）

の見直しが行われた。

〔対象者〕
利用者負担段階 対象者

第１段階

第２段階 ・世帯全員が市町村民税非課税であって，
　年金収入金額 ＋ 合計所得金額が80万円以下

・生活保護受給者
・世帯（世帯を分離している配偶者を含む。以下同じ。）全員が市町村民
　非課税である老齢福祉年金受給者

第３段階 ・世帯全員が市町村民税非課税であって，第２段階該当者以外
第４段階

（補足給付の対象外）
・世帯に課税者がいる者
・市町村民税本人課税者

〔給付の仕組み〕

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階

○ 特別養護老人ホーム・多床室※の場合　※ 基準費用額・負担限度額（食費・居住費）は，居室類型（ユニット型個室・従来型個室等）ごとに日額で設定

基準費用額

本人支出額
（負担限度額）

差額：給付

食費

居住費
給付

食費
食費

食費

居住費
居住費

給付 給付

月額4.2万円
日額1,392円

〔預貯金等の資産要件〕
単身：1,000万円以下
夫婦：2,000万円以下

月額2.6万円
日額855円

月額1.1万円
日額370円

月額1.1万円
日額370円

月額2.0万円
日額650円月額1.2万円

日額390円
月額0.9万円
日額300円

◆図２　食費・居住費の助成（補足給付）の概要
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◎ 令和２年改正法では，「地域共生社会推進検討会」や「社会福祉法人の事業展開等に関する検討
会」での検討による，２つの観点からの見直し（社会福祉法の改正）も盛り込まれています。

◎ 包括的な支援体制の整備では，地域福祉の推進とともに，地域生活課題への対処として，介護保
険法・障害者総合支援法等各法事業を一体的に実施する重層的支援体制整備事業が新設されます。

◎ 社会福祉法人間の連携方策では，「社会福祉協議会や法人間の緩やかな連携」「合併，事業譲渡」
「社会福祉法人の新設」に加わる新たな選択肢として，社会福祉連携推進法人が創設されます。

社会福祉法の見直しによる地域共生社会の推進1
　冒頭では，令和２年改正法の全体像について紹介してきました。
　そこで概要として触れた５つの要素は以下のとおりです（P22再掲）。

　このうち❷～❹については，「介護保険部会」での検討を踏まえた
介護保険制度の見直しに関する内容が，主となっています。
　一方❶と❺は，それぞれ「地域共生社会推進検討会」と「社会福祉
法人の事業展開等に関する検討会」という厚生労働省の実施する検討
会における取りまとめから，見直しへとつながりました。
　これらの見直しは，主に社会福祉法の改正により実施されます。
　本書は介護保険制度の見直しをメインに記述していますが，平成29
年改正法※１からの流れもくむ，社会福祉法における地域共生社会の
推進は非常に大きなテーマであり，ここであわせて紹介します。
●地域福祉の推進を図り社会福祉の増進に資する社会福祉法
　社会福祉法では，その目的を以下のように定義しています。

この法律は，社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を
定め，社会福祉を目的とする他の法律と相まって，福祉サービスの利用者の
利益の保護及び地域における社会福祉（地域福祉）の推進を図るとともに，
社会福祉事業の公明かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業の
健全な発達を図り，もつて社会福祉の増進に資することを目的とする。

（社会福祉法第１条より要約）

　平成29年改正法では，この定義にも記されている，地域福祉の推進
の理念についても規定されました。
　すなわち，地域福祉推進として，支援を必要とする住民が抱える多
様で複合的な地域生活課題について，住民や福祉関係者による把握お
よび関係機関との連携等による解決が図られることをめざします。

❶地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支
援体制の構築の支援

❷地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進
❸医療・介護のデータ基盤の整備の推進
❹介護人材確保および業務効率化の取り組みの強化
❺社会福祉連携推進法人制度の創設

※ １：令和２年改正法による見
直しは，平成29年改正法に
よる社会福祉法の見直しと，
新たな福祉ビジョンから始ま
る「地域共生社会」の実現と
いうテーマがつながっていま
す（P21参照）。一方，平成
29年改正法の正式名称は，

「地域包括ケアシステムの強
化のための介護保険法等の一
部を改正する法律」であり，
介護保険制度の見直しにおい
ては，地域包括ケアシステム
の深化・推進が１つの柱とな
っていました。なお，「地域
包括ケアシステム」とは，医
療介護総合確保法の第２条に
おいて，「地域の実情に応じ
て，高齢者が，可能な限り，
住み慣れた地域でその有する
能力に応じ自立した日常生活
を営むことができるよう，医
療，介護，介護予防，住まい
および自立した日常生活の支
援が包括的に確保される体
制」と定義されています。

重層的支援体制整備事業の新設等［包括的な支援体制の整備］２
　令和２年改正法の要素の１つ「地域住民の複合化・複雑化した支援
ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援」について
は，地域共生社会推進検討会より，市町村が以下の３つの支援を行う
新たな事業を創設すべきという，最終取りまとめが行われました。

　これを受けて，３つの支援を一体的に実施する「重層的支援体制整
備事業」が，社会福祉法に新たに位置づけられます（図１）※２。
　新たな事業の枠組みは，上記のほかにも以下が挙げられました。

①断らない相談支援 本人・世帯の属性にかかわらず受け止める相談支援

②参加支援
本人・世帯の状態にあわせ，地域資源を活かしなが
ら，就労支援，居住支援などを提供することで社会と
のつながりを回復する支援

③ 地域づくりに向け
た支援

地域社会からの孤立を防ぐとともに，地域における多
世代の交流や多様な活躍の機会と役割を生み出す支援

※ ２：施行は令和３年４月１日
です。なお，以降に紹介する
重層的支援体制整備事業や社
会福祉連携推進法人について
の記載のうち，社会福祉法の
改正内容に基づくもの以外の
記述については，厚生労働省
における検討段階での内容と
なります。今後の変更なども
あり得ることにご留意くださ
い。

●新たな事業は実施を希望する市町村の手挙げに基づく任意事業
●事業の実施に要する費用に係る市町村の支援の規定や，国などによる補助

の規定を新設
●国の補助については，「重層的支援体制整備事業交付金」を創設し，事業に

係る１本の補助要綱に基づく申請等により，制度別に設けられた各種支援
の一体的な実施を促進

○地域住民が抱える課題が複雑化・複合化（※）するなか，従来の支援体制では課題がある。
　　▼属性別の支援体制では，複合課題や狭間のニーズへの対応が困難。
　　▼属性を超えた相談窓口の設置等の動きがあるが，各制度の国庫補助金等の目的外流用を避けるための経費按分に係る事務負担が大きい。
○このため，属性を問わない包括的な支援体制の構築を，市町村が，創意工夫をもって円滑に実施できるしくみとすることが必要。

高齢分野の
相談・地域づくり

属性・世代を
問わない

相談・地域づく
りの実施体制

障害分野の
相談・地域づくり

子ども分野の
相談・地域づくり

生活困窮分野の
相談・地域づくり

（参考）モデル事業実施自治体数　H28年度：26　H29年度：85　H30年度：151　R元年度：208

生活困窮者の就労体験に，経済的な困窮状態にないひき
こもり状態の者を受け入れる　等

⇒新たな参加の場
　が生まれ，地域
　の活動が活性化

※Ⅰ～Ⅲの３つの支援を一体的に取り組むことで，相互作用が生じ支援の効果が高まる。
（ア）狭間のニーズにも対応し，相談者が適切な支援につながりやすくなることで，相談支援が効果的に機能
　　　する

（イ）地域づくりが進み，地域で人と人とのつながりができることで，課題を抱える住民に対する気づきが生
　　　まれ，相談支援へ早期につながる

（ウ）災害時の円滑な対応にもつながる

○市町村において，既存の相談支援等の取り組みを活かしつつ，地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構
築するため，Ⅰ相談支援，Ⅱ参加支援，Ⅲ地域づくりに向けた支援を一体的に実施する事業を創設する。

○新たな事業は実施を希望する市町村の手挙げに基づく任意事業。ただし，事業実施の際には，Ⅰ～Ⅲの支援は必須
○新たな事業を実施する市町村に対して，相談・地域づくり関連事業に係る補助等について一体的に執行できるよう，交付金を交付する。

○　各支援機関・拠点が，属性を超えた支援を
円滑に行うことを可能とするため，国の財政
支援に関し，高齢，障害，子ども，生活困窮
の各制度の関連事業について，一体的な執行
を行う。

（※）一つの世帯に複数の課題が存在している状態（8050世帯や，介護と
　　育児のダブルケアなど），世帯全体が孤立している状態（ごみ屋敷など）

社会福祉法に基づく新たな事業（「重層的支援体制整備事業」）の創設

新たな事業の全体像

包括的な
相談支援の体制

住民同士の顔の見える関係性の育成支援

Ⅰ～Ⅲを通じ，
・継続的な伴走
支援
・多機関協働に
よる支援を実施

（狭間のニーズへの 
対応の具体例）

Ⅱ　参加支援

Ⅲ　地域づくりに向けた支援

就労支援 見守り等居住支援 現行の仕組み

・既存の取り組みで対応できる場合は，既存の取り組みを活用
・既存の取り組みでは対応できない狭間のニーズにも対応
（既存の地域資源の活用方法の拡充）

・属性や世代を問わない相談の受け止め
・多機関の協働をコーディネート
・アウトリーチも実施

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所の確保
・多分野のプラットフォーム形成など，交流・参加・学びの機会のコーディネート

重層的支援体制

相談支援・地域づくり事業の一体的実施
Ⅰ　相談支援

◆図１　重層的支援体制の構築支援の概要

付 令和２年改正法による社会福祉法の改正

資料：「令和２年度地域共生社会の実現に向けた市町村における包括的な支援体制の整備に関する全国担当者会議」資料（令和２年７月）
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10　（略）

　（市町村介護保険事業計画）
第117条　（略）
２　（略）
３　市町村介護保険事業計画においては，前項各号に掲

げる事項のほか，次に掲げる事項について定めるよう
努めるものとする。
一～三　（略）
四　介護支援専門員その他の介護給付等対象サービス

及び地域支援事業に従事する者の確保及び資質の向
上並びにその業務の効率化及び質の向上に資する都
道府県と連携した取組に関する事項

五・六　（略）
七　認知症である被保険者の地域における自立した日

常生活の支援に関する事項，教育，地域づくり及び
雇用に関する施策その他の関連施策との有機的な連
携に関する事項その他の認知症に関する施策の総合
的な推進に関する事項

八　前項第一号の区域ごとの当該区域における老人福
祉法第29条第１項の規定による届出が行われている
有料老人ホーム及び高齢者の居住の安定確保に関す
る法律（平成13年法律第26号）第７条第５項に規定
する登録住宅（次条第３項第六号において「登録住
宅」という。）のそれぞれの入居定員総数（特定施
設入居者生活介護，地域密着型特定施設入居者生活
介護又は介護予防特定施設入居者生活介護の事業を
行う事業所に係る第41条第１項本文，第42条の２第
１項本文又は第53条第１項本文の指定を受けていな
いものに係るものに限る。次条第３項第六号におい
て同じ。）

九　地域支援事業と高齢者保健事業及び国民健康保険
保健事業の一体的な実施に関する事項，居宅要介護
被保険者及び居宅要支援被保険者に係る医療その他
の医療との連携に関する事項，高齢者の居住に係る
施策との連携に関する事項その他の被保険者の地域
における自立した日常生活の支援のため必要な事項

４　市町村介護保険事業計画は，当該市町村の区域にお
ける人口構造の変化の見通し，要介護者等の人数，要
介護者等の介護給付等対象サービスの利用に関する意
向その他の事情を勘案して作成されなければならない。
５～９　（略）
10　市町村介護保険事業計画は，社会福祉法第107条第

１項に規定する市町村地域福祉計画，高齢者の居住の
安定確保に関する法律第４条の２第１項に規定する市
町村高齢者居住安定確保計画その他の法律の規定によ
る計画であって要介護者等の保健，医療，福祉又は居
住に関する事項を定めるものと調和が保たれたもので
なければならない。
11～13　（略）

９　（略）

　（市町村介護保険事業計画）
第117条　（略）
２　（略）
３　市町村介護保険事業計画においては，前項各号に掲

げる事項のほか，次に掲げる事項について定めるよう
努めるものとする。
一～三　（略）

　（新設）

四・五　（略）
　（新設）

　（新設）

六　認知症である被保険者の地域における自立した日
常生活の支援に関する事項，地域支援事業と高齢者
保健事業及び国民健康保険保健事業の一体的な実施
に関する事項，居宅要介護被保険者及び居宅要支援
被保険者に係る医療その他の医療との連携に関する
事項，高齢者の居住に係る施策との連携に関する事
項その他の被保険者の地域における自立した日常生
活の支援のため必要な事項

４　市町村介護保険事業計画は，当該市町村の区域にお
ける要介護者等の人数，要介護者等の介護給付等対象
サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案して
作成されなければならない。
５～９　（略）
10　市町村介護保険事業計画は，社会福祉法第107条第

１項に規定する市町村地域福祉計画，高齢者の居住の
安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）第４条
の２第１項に規定する市町村高齢者居住安定確保計画
その他の法律の規定による計画であって要介護者等の
保健，医療，福祉又は居住に関する事項を定めるもの
と調和が保たれたものでなければならない。
11～13　（略）

って，居宅（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第
20条の６に規定する軽費老人ホーム，同法第29条第１
項に規定する有料老人ホーム（以下「有料老人ホー
ム」という。）その他の厚生労働省令で定める施設に
おける居室を含む。以下同じ。）において介護を受け
るもの（以下「居宅要介護者」という。）について，
その者の居宅において介護福祉士その他政令で定める
者により行われる入浴，排せつ，食事等の介護その他
の日常生活上の世話であって，厚生労働省令で定める
もの（定期巡回・随時対応型訪問介護看護（第15項第
二号に掲げるものに限る。）又は夜間対応型訪問介護
に該当するものを除く。）をいう。
３～29　（略）

　（指定の取消し等）
第78条の10　市町村長は，次の各号のいずれかに該当

する場合においては，当該指定地域密着型サービス事
業者に係る第42条の２第１項本文の指定を取り消し，
又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力
を停止することができる。
一～十二　（略）
十三　指定地域密着型サービス事業者に係る老人福祉

法第29条第18項の規定による通知を受けたとき。
十四～十六　（略）

　（地域支援事業）
第115条の45　（略）
２～４　（略）
５　市町村は，地域支援事業を行うに当たっては，第

118条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その
他必要な情報を活用し，適切かつ有効に実施するよう
努めるものとする。
６　市町村は，地域支援事業を行うに当たっては，高齢

者保健事業（高齢者の医療の確保に関する法律第125
条第１項に規定する高齢者保健事業をいう。以下この
条及び第117条第３項第九号において同じ。）を行う後
期高齢者医療広域連合（同法第48条に規定する後期高
齢者医療広域連合をいう。以下この条において同じ。）
との連携を図るとともに，高齢者の身体的，精神的及
び社会的な特性を踏まえ，地域支援事業を効果的かつ
効率的で被保険者の状況に応じたきめ細かなものとす
るため，高齢者保健事業及び国民健康保険法第82条第
３項に規定する高齢者の心身の特性に応じた事業（同
号において「国民健康保険保健事業」という。）と一
体的に実施するよう努めるものとする。
７・８　（略）
９　市町村は，第６項の規定により地域支援事業を実施

するため，前項の規定により提供を受けた情報又は記
録の写しに加え，自らが保有する当該被保険者に係る
保健医療サービス若しくは福祉サービスに関する情
報，高齢者の医療の確保に関する法律第18条第１項に
規定する特定健康診査若しくは特定保健指導に関する
記録又は国民健康保険法の規定による療養に関する情
報を併せて活用することができる。

って，居宅（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第
20条の６に規定する軽費老人ホーム，同法第29条第１
項に規定する有料老人ホーム（第11項及び第21項にお
いて「有料老人ホーム」という。）その他の厚生労働
省令で定める施設における居室を含む。以下同じ。）
において介護を受けるもの（以下「居宅要介護者」と
いう。）について，その者の居宅において介護福祉士
その他政令で定める者により行われる入浴，排せつ，
食事等の介護その他の日常生活上の世話であって，厚
生労働省令で定めるもの（定期巡回・随時対応型訪問
介護看護（第15項第二号に掲げるものに限る。）又は
夜間対応型訪問介護に該当するものを除く。）をいう。
３～29　（略）

　（指定の取消し等）
第78条の10　市町村長は，次の各号のいずれかに該当

する場合においては，当該指定地域密着型サービス事
業者に係る第42条の２第１項本文の指定を取り消し，
又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力
を停止することができる。
一～十二　（略）
十三　指定地域密着型サービス事業者に係る老人福祉

法第29条第16項の規定による通知を受けたとき。
十四～十六　（略）

　（地域支援事業）
第115条の45　（略）
２～４　（略）

（新設）

５　市町村は，地域支援事業を行うに当たっては，高齢
者保健事業（高齢者の医療の確保に関する法律第125
条第１項に規定する高齢者保健事業をいう。以下この
条及び第117条第３項第六号において同じ。）を行う後
期高齢者医療広域連合（同法第48条に規定する後期高
齢者医療広域連合をいう。以下この条において同じ。）
との連携を図るとともに，高齢者の身体的，精神的及
び社会的な特性を踏まえ，地域支援事業を効果的かつ
効率的で被保険者の状況に応じたきめ細かなものとす
るため，高齢者保健事業及び国民健康保険法第82条第
３項に規定する高齢者の心身の特性に応じた事業（第
117条第３項第六号において「国民健康保険保健事業」
という。）と一体的に実施するよう努めるものとする。
６・７　（略）
８　市町村は，第５項の規定により地域支援事業を実施

するため，前項の規定により提供を受けた情報又は記
録の写しに加え，自らが保有する当該被保険者に係る
保健医療サービス若しくは福祉サービスに関する情
報，高齢者の医療の確保に関する法律第18条第１項に
規定する特定健康診査若しくは特定保健指導に関する
記録又は国民健康保険法の規定による療養に関する情
報を併せて活用することができる。
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10　（略）

　（市町村介護保険事業計画）
第117条　（略）
２　（略）
３　市町村介護保険事業計画においては，前項各号に掲

げる事項のほか，次に掲げる事項について定めるよう
努めるものとする。
一～三　（略）
四　介護支援専門員その他の介護給付等対象サービス

及び地域支援事業に従事する者の確保及び資質の向
上並びにその業務の効率化及び質の向上に資する都
道府県と連携した取組に関する事項

五・六　（略）
七　認知症である被保険者の地域における自立した日

常生活の支援に関する事項，教育，地域づくり及び
雇用に関する施策その他の関連施策との有機的な連
携に関する事項その他の認知症に関する施策の総合
的な推進に関する事項

八　前項第一号の区域ごとの当該区域における老人福
祉法第29条第１項の規定による届出が行われている
有料老人ホーム及び高齢者の居住の安定確保に関す
る法律（平成13年法律第26号）第７条第５項に規定
する登録住宅（次条第３項第六号において「登録住
宅」という。）のそれぞれの入居定員総数（特定施
設入居者生活介護，地域密着型特定施設入居者生活
介護又は介護予防特定施設入居者生活介護の事業を
行う事業所に係る第41条第１項本文，第42条の２第
１項本文又は第53条第１項本文の指定を受けていな
いものに係るものに限る。次条第３項第六号におい
て同じ。）

九　地域支援事業と高齢者保健事業及び国民健康保険
保健事業の一体的な実施に関する事項，居宅要介護
被保険者及び居宅要支援被保険者に係る医療その他
の医療との連携に関する事項，高齢者の居住に係る
施策との連携に関する事項その他の被保険者の地域
における自立した日常生活の支援のため必要な事項

４　市町村介護保険事業計画は，当該市町村の区域にお
ける人口構造の変化の見通し，要介護者等の人数，要
介護者等の介護給付等対象サービスの利用に関する意
向その他の事情を勘案して作成されなければならない。

５～９　（略）
10　市町村介護保険事業計画は，社会福祉法第107条第

１項に規定する市町村地域福祉計画，高齢者の居住の
安定確保に関する法律第４条の２第１項に規定する市
町村高齢者居住安定確保計画その他の法律の規定によ
る計画であって要介護者等の保健，医療，福祉又は居
住に関する事項を定めるものと調和が保たれたもので
なければならない。

11～13　（略）

９　（略）

　（市町村介護保険事業計画）
第117条　（略）
２　（略）
３　市町村介護保険事業計画においては，前項各号に掲

げる事項のほか，次に掲げる事項について定めるよう
努めるものとする。
一～三　（略）

　（新設）

四・五　（略）
　（新設）

　（新設）

六　認知症である被保険者の地域における自立した日
常生活の支援に関する事項，地域支援事業と高齢者
保健事業及び国民健康保険保健事業の一体的な実施
に関する事項，居宅要介護被保険者及び居宅要支援
被保険者に係る医療その他の医療との連携に関する
事項，高齢者の居住に係る施策との連携に関する事
項その他の被保険者の地域における自立した日常生
活の支援のため必要な事項

４　市町村介護保険事業計画は，当該市町村の区域にお
ける要介護者等の人数，要介護者等の介護給付等対象
サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案して
作成されなければならない。

５～９　（略）
10　市町村介護保険事業計画は，社会福祉法第107条第

１項に規定する市町村地域福祉計画，高齢者の居住の
安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）第４条
の２第１項に規定する市町村高齢者居住安定確保計画
その他の法律の規定による計画であって要介護者等の
保健，医療，福祉又は居住に関する事項を定めるもの
と調和が保たれたものでなければならない。

11～13　（略）

って，居宅（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第
20条の６に規定する軽費老人ホーム，同法第29条第１
項に規定する有料老人ホーム（以下「有料老人ホー
ム」という。）その他の厚生労働省令で定める施設に
おける居室を含む。以下同じ。）において介護を受け
るもの（以下「居宅要介護者」という。）について，
その者の居宅において介護福祉士その他政令で定める
者により行われる入浴，排せつ，食事等の介護その他
の日常生活上の世話であって，厚生労働省令で定める
もの（定期巡回・随時対応型訪問介護看護（第15項第
二号に掲げるものに限る。）又は夜間対応型訪問介護
に該当するものを除く。）をいう。
３～29　（略）

　（指定の取消し等）
第78条の10　市町村長は，次の各号のいずれかに該当

する場合においては，当該指定地域密着型サービス事
業者に係る第42条の２第１項本文の指定を取り消し，
又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力
を停止することができる。
一～十二　（略）
十三　指定地域密着型サービス事業者に係る老人福祉

法第29条第18項の規定による通知を受けたとき。
十四～十六　（略）

　（地域支援事業）
第115条の45　（略）
２～４　（略）
５　市町村は，地域支援事業を行うに当たっては，第

118条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その
他必要な情報を活用し，適切かつ有効に実施するよう
努めるものとする。
６　市町村は，地域支援事業を行うに当たっては，高齢

者保健事業（高齢者の医療の確保に関する法律第125
条第１項に規定する高齢者保健事業をいう。以下この
条及び第117条第３項第九号において同じ。）を行う後
期高齢者医療広域連合（同法第48条に規定する後期高
齢者医療広域連合をいう。以下この条において同じ。）
との連携を図るとともに，高齢者の身体的，精神的及
び社会的な特性を踏まえ，地域支援事業を効果的かつ
効率的で被保険者の状況に応じたきめ細かなものとす
るため，高齢者保健事業及び国民健康保険法第82条第
３項に規定する高齢者の心身の特性に応じた事業（同
号において「国民健康保険保健事業」という。）と一
体的に実施するよう努めるものとする。
７・８　（略）
９　市町村は，第６項の規定により地域支援事業を実施

するため，前項の規定により提供を受けた情報又は記
録の写しに加え，自らが保有する当該被保険者に係る
保健医療サービス若しくは福祉サービスに関する情
報，高齢者の医療の確保に関する法律第18条第１項に
規定する特定健康診査若しくは特定保健指導に関する
記録又は国民健康保険法の規定による療養に関する情
報を併せて活用することができる。

って，居宅（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第
20条の６に規定する軽費老人ホーム，同法第29条第１
項に規定する有料老人ホーム（第11項及び第21項にお
いて「有料老人ホーム」という。）その他の厚生労働
省令で定める施設における居室を含む。以下同じ。）
において介護を受けるもの（以下「居宅要介護者」と
いう。）について，その者の居宅において介護福祉士
その他政令で定める者により行われる入浴，排せつ，
食事等の介護その他の日常生活上の世話であって，厚
生労働省令で定めるもの（定期巡回・随時対応型訪問
介護看護（第15項第二号に掲げるものに限る。）又は
夜間対応型訪問介護に該当するものを除く。）をいう。
３～29　（略）

　（指定の取消し等）
第78条の10　市町村長は，次の各号のいずれかに該当

する場合においては，当該指定地域密着型サービス事
業者に係る第42条の２第１項本文の指定を取り消し，
又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力
を停止することができる。
一～十二　（略）
十三　指定地域密着型サービス事業者に係る老人福祉

法第29条第16項の規定による通知を受けたとき。
十四～十六　（略）

　（地域支援事業）
第115条の45　（略）
２～４　（略）

（新設）

５　市町村は，地域支援事業を行うに当たっては，高齢
者保健事業（高齢者の医療の確保に関する法律第125
条第１項に規定する高齢者保健事業をいう。以下この
条及び第117条第３項第六号において同じ。）を行う後
期高齢者医療広域連合（同法第48条に規定する後期高
齢者医療広域連合をいう。以下この条において同じ。）
との連携を図るとともに，高齢者の身体的，精神的及
び社会的な特性を踏まえ，地域支援事業を効果的かつ
効率的で被保険者の状況に応じたきめ細かなものとす
るため，高齢者保健事業及び国民健康保険法第82条第
３項に規定する高齢者の心身の特性に応じた事業（第
117条第３項第六号において「国民健康保険保健事業」
という。）と一体的に実施するよう努めるものとする。
６・７　（略）
８　市町村は，第５項の規定により地域支援事業を実施

するため，前項の規定により提供を受けた情報又は記
録の写しに加え，自らが保有する当該被保険者に係る
保健医療サービス若しくは福祉サービスに関する情
報，高齢者の医療の確保に関する法律第18条第１項に
規定する特定健康診査若しくは特定保健指導に関する
記録又は国民健康保険法の規定による療養に関する情
報を併せて活用することができる。
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（令和２年６月12日法律第
52号：令和２年改正法）

　（国及び地方公共団体の責務）
第５条　（略）
２・３　（略）
４　国及び地方公共団体は，前項の規定により同項に掲

げる施策を包括的に推進するに当たっては，障害者そ
の他の者の福祉に関する施策との有機的な連携を図る
よう努めるとともに，地域住民が相互に人格と個性を
尊重し合いながら，参加し，共生する地域社会の実現
に資するよう努めなければならない。

　（認知症に関する施策の総合的な推進等）
第５条の２　国及び地方公共団体は，認知症（アルツハ

イマー病その他の神経変性疾患，脳血管疾患その他の
疾患により日常生活に支障が生じる程度にまで認知機
能が低下した状態として政令で定める状態をいう。以
下同じ。）に対する国民の関心及び理解を深め，認知
症である者への支援が適切に行われるよう，認知症に
関する知識の普及及び啓発に努めなければならない。
２　国及び地方公共団体は，被保険者に対して認知症に

係る適切な保健医療サービス及び福祉サービスを提供
するため，研究機関，医療機関，介護サービス事業者

（第115条の32第１項に規定する介護サービス事業者を
いう。）等と連携し，認知症の予防，診断及び治療並
びに認知症である者の心身の特性に応じたリハビリテ
ーション及び介護方法に関する調査研究の推進に努め
るとともに，その成果を普及し，活用し，及び発展さ
せるよう努めなければならない。

３　国及び地方公共団体は，地域における認知症である
者への支援体制を整備すること，認知症である者を現
に介護する者の支援並びに認知症である者の支援に係
る人材の確保及び資質の向上を図るために必要な措置
を講ずることその他の認知症に関する施策を総合的に
推進するよう努めなければならない。
４　国及び地方公共団体は，前３項の施策の推進に当た

っては，認知症である者及びその家族の意向の尊重に
配慮するとともに，認知症である者が地域社会におい
て尊厳を保持しつつ他の人々と共生することができる
ように努めなければならない。

第８条　（略）
２　この法律において「訪問介護」とは，要介護者であ

　（国及び地方公共団体の責務）
第５条　（略）
２・３　（略）
４　国及び地方公共団体は，前項の規定により同項に掲

げる施策を包括的に推進するに当たっては，障害者そ
の他の者の福祉に関する施策との有機的な連携を図る
よう努めなければならない。

　（認知症に関する施策の総合的な推進等）
第５条の２　国及び地方公共団体は，認知症（脳血管疾

患，アルツハイマー病その他の要因に基づく脳の器質
的な変化により日常生活に支障が生じる程度にまで記
憶機能及びその他の認知機能が低下した状態をいう。
以下同じ。）に対する国民の関心及び理解を深め，認
知症である者への支援が適切に行われるよう，認知症
に関する知識の普及及び啓発に努めなければならない。
２　国及び地方公共団体は，被保険者に対して認知症に

係る適切な保健医療サービス及び福祉サービスを提供
するため，認知症の予防，診断及び治療並びに認知症
である者の心身の特性に応じたリハビリテーション及
び介護方法に関する調査研究の推進並びにその成果の
活用に努めるとともに，認知症である者を現に介護す
る者の支援並びに認知症である者の支援に係る人材の
確保及び資質の向上を図るために必要な措置を講ずる
ことその他の認知症に関する施策を総合的に推進する
よう努めなければならない。

（新設）

３　国及び地方公共団体は，前項の施策の推進に当たっ
ては，認知症である者及びその家族の意向の尊重に配
慮するよう努めなければならない。

第８条　（略）
２　この法律において「訪問介護」とは，要介護者であ

Ⅰ  地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を
　  法等の一部を改正する法律（抄）

1（改正法第３条関係）介護保険法（平成９年法律第123号）

○　介護保険法等の改正

〔施行期日：令和２年６月12日・令和３年４月１日〕

179

1介護保険法

改正の根拠となる
法令編では，変更
箇所が分かるよ
う，新旧対照表を
メインに掲載

解説編同様，詳細な柱や
インデクスにより可能と
なった，知りたい法令根
拠への素早いアクセス

こうして体系的にま
とめられた改正内容
の解説に加え，詳細
な柱の設定やインデ
クスの配置により，
さらに高い機能性を
実現

「Ⅴ　持続可能な制度の構築」
では，介護人材確保や介護現
場の革新のほか，令和３年８
月から見込まれる補足給付や
高額介護サービス費等の見直
しも解説

このほか，給付と負担に
関して行われた各テーマ
のうち，今回の見直しが
見送られたものについて
も，その検討内容を掲載

地域共生社会の実現のため
の社会福祉法等の一部を改
正する法律（令和２年改正
法）のほか，令和元年の健
康保険法等改正法（令和元年
改正法）による改正，その関
係政省令などを掲載

法律や政省令など
のほか，基本指針
案や認知症施策推
進大綱などの関係
資料も収載

重層的支援体制
整備事業の新設
や，社会福祉連
携推進法人の創
設など，今回の
法改正における
大きなテーマと
なる社会福祉法
の改正について
も解説
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マンガでわかる

75歳からの運転免許
定価　本体1,500円＋税10％（税込1,650円）／Ｂ５判・180頁／2019年9月発刊
ISBN978-4-7894-0651-2 C2032 ¥1500E／商品№160652

かかりつけ医のための

認知症マニュアル
公益社団法人 日本医師会　編／監修：西島英利
著：阿部康二　池田学　浦上克哉　江澤和彦　瀬戸裕司　武田章敬　渡辺憲

第２版

定価　本体1,000円＋税10％（税込1,100円）／Ｂ５判・136頁／2020年３月発刊
ISBN978-4-7894-1827-0 C3047 ¥1000E／商品№160461

「認知症施策推進大綱」をはじめとした我が国の認知症施策の新しい展開に対応！
●地域のかかりつけ医が，日常診療において認知症の方と家族に対応する際に参考とすべき点をまとめた書
籍です。患者の変化に気づくことで早期対応を行うためのポイントや，認知症の診断基準，専門医への紹介
や介護・福祉サービスとの連携を行う際の具体的な手続きなどをわかりやすくまとめています。
●2025年には認知症の方は約700万人に達すると予測され，認知症になっても住み慣れた地域で暮らせる
社会の実現をめざし，国を挙げて認知症対策が進められています。地域の医師にも，認知症患者に早期から対
応することが求められています。本書は研修等を受ける前の医師がはじめに読む入門書としても最適です。
●新オレンジプランや認知症施策推進大綱，認知症高齢者の運転免許に関する道路交通法の改正など，好評
を博した前回版の内容をアップデートするとともに新たなコンテンツを追加し，最新の認知症施策に対応
したより充実したマニュアルとなっています。

高齢者の運転免許と認知機能検査のすべてがわかる
●巻頭に，わかりやすいマンガを掲載し，認知症高齢者の運転と免許に関する制度や，周囲の人たちの対応に
ついての内容もさらに詳しくなった最新版です。
●平成29年３月施行「道路交通法の一部を改正する法律」による，①臨時適性検査制度，②臨時認知機能検
査制度，③臨時高齢者講習制度についても詳しく解説しています。
●高齢者の方ご本人やご家族の方々のみならず，診断書作成に携わるかかりつけ医や，関わりの深い介護保険
事業者・地域包括支援センター，市町村等の高齢者の相談窓口の方が，知っておくべき情報をわかりやすく
まとめた関係者必携の一冊です。

❶運転免許を更新するとき
【高齢者講習と認知機能検査】

■運転免許証の更新期間満了日（誕生日の１か月後）の年齢が，70～ 74歳の運転者については，運
転免許の更新時には「高齢者講習（合理化）」を受講することが，義務付けられています。

■更新期間満了日に75歳以上の運転者については，運転免許証の更新時に講習予備検査として，「認
知機能検査」を受けます。「認知機能検査」の結果に応じて「高齢者講習（合理化）」または「高齢者講
習（高度化）」を受講することが，義務付けられています。

■認知機能検査の結果は，検査終了後に書面で交付され，結果に基づき当日に高齢者講習が行われ
ることもあります。検査結果が後日通知される場合は，改めて高齢者講習を受けることになります。

▲

運転免許更新時の検査と講習の流れ

＊ 「高齢者講習」および「認知機能検査」は，免許証の更新期間が満了する日（誕生日の１か月後）の６か月前から
受けることができます。

75歳以上の高齢運転者と
認知機能検査

１

18

第3分類 認知機能が低下して
いるおそれなし

運転適性検査
（30分）

高齢者講習

運転適性検査
（30分）
双方向型講義
（30分）
実車指導
（60分）
個別指導
（60分）

双方向型講義
（30分）
実車指導
（60分）

認知機能が低下して
いるおそれあり

認知症のおそれあり

第2分類

第1分類

「臨時適性検査」または「診断書提出命令」

認知症あり

公安委員会が運転免許
の取消し等を判断

認知症なし

認
知
機
能
検
査（
約
30
分
）

合
理
化
講
習

（
計
２
時
間
）

高
度
化
講
習

（
計
３
時
間
）

70～74歳

75歳以上

75歳以上の高齢運転者と認知機能検査１

■認知機能検査の結果，「認知症のおそれあり」と判定された場合は，
「臨時適性検査」または「診断書提出命令」の対象となり，それぞれ，
「臨時適性検査通知書」（20頁）または「診断書提出命令書」（21頁）
により通知されます。

【臨時適性検査と診断書提出命令】
■認知機能検査の結果，対象者から生活状況や診断書提出希望等に関
する聴取を行った場合は，その結果などを踏まえて，臨時適性検査
または診断書提出命令が行われます。

診断書提出命令を行うこ
ととしても支障がないと
考えられる場合

対象者が住む地域の医療体制等を鑑み，対象者が診断書提出命令を受けても
正確な診断書を提出することが比較的容易な状況にあると認められる場合

対象者の認知機能の状況を鑑み，必ずしも専門医の診断に限らずとも，主治
医や検査を行える医療機関等と連携して認知症であるか否かの判断が可能と
認められる場合

■「臨時適性検査」または「診断書提出命令」のいずれであっても，「認知症あり」とされた場合の免許
の取消し等は公安委員会において最終的に判断するとされています。

【家族等関係者と連携した対応】
■臨時適性検査等は，記憶力・判断力が低くなっている状況がみられる人であることから，臨時適

性検査等の適正・円滑な実施のためには，対象者の家族等の関係者の協力が不可欠です。
■このため，臨時適性検査等を実施する場合は，臨時適性検査等の通知，検査の実施，聴聞および
行政処分の執行等の一連の手続に，可能なかぎり対象者の家族等関係者の立会いを求めるなどし
て，対象者の家族等関係者と連携した対応を行うことが必要です。

■家族等関係者の立会いを求めることについては，本人の同意が必要です。

▲

臨時適性検査・診断書提出命令による診断の受け方と費用
診断の受け方 費用

臨時適性検査と
なった場合

専門的な知識を有する医師として公安委員会が認め
る医師（認知症疾患医療センター，日本老年精神医学
会，日本認知症学会等の専門医）の診断を受ける。

公費負担の対象となる。

診断書提出命令
となった場合

送付された「診断書提出命令書」にあわせて，「医師の
皆様へ」と記載された「依頼書」（29頁参照）を添えて，
認知症に関し専門的な知識を有する医師または認知
症に係る主治医を受診し，診断に係る検査の結果が
記載された診断書を提出。
診断書の提出期限は３月を超えない範囲で命令書に
明記されているが，期限までに診断できない場合は
警察に問い合わせること。

認知症の疑いがあるとして診察・
検査等を実施した場合は，健康
保険等をつかって受診できる。
ただし，その際でも診断書の発
行に係る費用については，療養
の給付と直接関係ないサービス
であるため，その費用は保険が
きかないものとされている。
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　平成 30年版の高齢社会白書によれば、わが国の高齢化率は世界でもっとも高い水
準となっています。
　加齢は認知症の危険因子のひとつであり、高齢化率の上昇に伴って認知症高齢者の
数は増えると考えられています。
　わが国の認知症有病率に関する報告によれば、認知症高齢者の数は､ 2012（平成
24）年時点で約 462万人、いわゆる団塊の世代が 75歳以上となる 2025（令和７）
年には、その数は約 700万人にもなると推計されています１）、２）。
　高齢者人口に占める認知症の人の数は、年々上昇し、2025（令和７）年には、現
状の約７人に１人から５人に１人に上昇すると見込まれています。
　このようなわが国の社会においては、認知症の人を単に支えられる側と考えるので
はなく、認知症の人と寄り添いながら、認知症の人が認知症とともによりよく生きて
いくことができるよう、また、自らの意思に基づいた生活を送ることができるよう環
境整備を行っていくことが重要です。

認知症施策の現状1
　認知症施策の歴史を振り返ってみると、かつて、認知症は何もわからなくなる病気
と考えられ、ひとり歩きや大声を出すなどの症状だけに目が向けられ、認知症の人は
疎んじられたり拘束されたりするなど不当な扱いを受けてきました。
　このような状況のなか、認知症に対する誤解や偏見を解消し、認知症に対するケア
のあり方や医療体制を見直すために、これまでいくつかの重要な提言・報告のなかで、
さまざまな提示や検討がなされてきました。
　2004（平成 16）年には、厚生労働省の「『痴呆』に替わる用語に関する検討会」
の報告を受けて、侮蔑的な表現である上に実態を正確に表していない「痴呆」という
言葉から「認知症」に替わりました３）。
　認知症施策の推進を図るために、「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェ
クト報告書」（平成 20年７月）４）や、社会保障審議会介護保険部会における「介護保
険制度の見直しに関する意見」（平成 22年 11月）５）等、厚生労働省内の横断的な検

認知症施策の現状について
厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室

１章第

7

 第１章　認知症施策の現状について

討を踏まえた認知症施策の提言がなされ、実施されてきています。
　また、厚生労働省に設置された「認知症施策検討プロジェクトチーム」において、
2012（平成 24）年には、「今後の認知症施策の方向性について」の報告が取りまと
められました６）。
　これらの提示・報告を受けて、2012（平成 24）年９月に「認知症になっても本
人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることがで
きる社会」の実現をめざした「認知症施策推進５か年計画（オレンジプラン）」が策
定され、施策が推進されてきました。
　オレンジプランによる取組みが実施されるなか、2013（平成 25）年 12月にイギ
リスにおいて「Ｇ８認知症サミット」が開催され、2014（平成 26）年 11月には「認
知症サミット日本後継イベント」が開催されました。
　このイベントの開会式で、安倍晋三内閣総理大臣が、「わが国の認知症施策を加速
するための新たな戦略を策定するよう、厚生労働大臣に指示いたします」、「新たな戦
略は、厚生労働省だけでなく、政府一丸となって生活全体を支えるよう取り組むもの
とします」と宣言し、内閣総理大臣より厚生労働大臣に対して、認知症施策を加速さ
せるための国家戦略の策定について指示がありました。
　その指示を受けて、2015（平成 27）年１月 27日に、「認知症施策推進総合戦略

24
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